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【手続補正書】
【提出日】平成20年6月11日(2008.6.11)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）酸重縮合触媒の存在下にて少なくとも約１５０℃の温度で、１，３－プロパンジ
オール、１，３－プロパンジオール二量体および１，３－プロパンジオール三量体または
その混合物からなる群から選択されるジオールを含む反応体を重縮合して、ポリトリメチ
レンエーテルグリコール反応混合物を得る工程、
　（ｂ）前記酸重縮合触媒を中和し、かつ中和されたポリトリメチレンエーテルグリコー
ル反応混合物を得るのに十分な量で、実質的に水不溶性の塩基を前記反応混合物に添加す
る工程、
　（ｃ）約０．１５０ダーシー以下の透過性を有する濾過助剤と、前記中和された反応混
合物を接触させる工程、および
　（ｄ）前記濾過助剤から前記ポリトリメチレンエーテルグリコールを分離して、ポリト
リメチレンエーテルグリコールを得る工程、
を含む、ポリトリメチレンエーテルグリコールを製造する方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の方法によって製造される、数平均分子量約２００～約１，０００を有
するポリトリメチレンエーテルグリコール。
【請求項３】
　数平均分子量約２００～約１，０００を有し、かつ非ヒドロキシルまたは非オレフィン
末端基約０～約１０ミリ当量／ｋｇを含有する、ポリトリメチレンエーテルグリコール。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７０
【補正方法】変更
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【補正の内容】
【００７０】
　本発明の実施形態の前述の開示内容は、例示および説明のために示されている。網羅的
であること、あるいは開示されている正確な形態に本発明を限定することを意図するもの
ではない。本明細書に記載の実施形態の多くの変更および修正が、開示内容に照らして、
当業者には明らかであるだろう。
　次に、本発明の好ましい態様を示す。
1.　（ａ）酸重縮合触媒の存在下にて少なくとも約１５０℃の温度で、１，３－プロパン
ジオール、１，３－プロパンジオール二量体および１，３－プロパンジオール三量体また
はその混合物からなる群から選択されるジオールを含む反応体を重縮合して、ポリトリメ
チレンエーテルグリコール反応混合物を得る工程、
　（ｂ）前記酸重縮合触媒を中和し、かつ中和されたポリトリメチレンエーテルグリコー
ル反応混合物を得るのに十分な量で、実質的に水不溶性の塩基を前記反応混合物に添加す
る工程、
　（ｃ）約０．１５０ダーシー以下の透過性を有する濾過助剤と、前記中和された反応混
合物を接触させる工程、および
　（ｄ）前記濾過助剤から前記ポリトリメチレンエーテルグリコールを分離して、ポリト
リメチレンエーテルグリコールを得る工程、
を含む、ポリトリメチレンエーテルグリコールを製造する方法。
2.　前記反応体が、１，３－プロパンジオールを９０重量％以上含む、請求項１に記載の
方法。
3.　分離工程（ｄ）の前に、前記中和されたポリトリメチレンエーテルグリコール反応混
合物を乾燥させる工程をさらに含む、請求項１または２に記載の方法。
4.　分離工程（ｄ）の後に、減圧で蒸留することによって未反応の反応体を除去する工程
をさらに含む、請求項１～３のいずれか一項に記載の方法。
5.　前記重縮合工程（ａ）が、約１５０℃～約２００℃の温度で行われる、請求項１～４
のいずれか一項に記載の方法。
6.　前記酸重縮合触媒が、ブレンステッド酸、ルイス酸および超酸からなる群から選択さ
れる、請求項１～５のいずれか一項に記載の方法。
7.　前記酸重縮合触媒が、硫酸、ヨウ化水素酸、フルオロスルホン酸、ｐ－トルエンスル
ホン酸、ベンゼンスルホン酸、メタンスルホン酸、トリフルオロメタンスルホン酸、１，
１，２，２－テトラフルオロエタンスルホン酸、および１，１，１，２，３，３－ヘキサ
フルオロプロパンスルホン酸からなる群から選択される、請求項１～５に記載の方法。
8.　前記重縮合触媒が硫酸である、請求項７に記載の方法。
9.　前記重縮合触媒が、前記反応体の重量を基準にして約０．１重量％～約１重量％の量
で使用される、請求項１～８のいずれか一項に記載の方法。
10.　前記重縮合触媒が、前記反応体の重量を基準にして約０．２５重量％～約０．７５
重量％の量で使用される、請求項９に記載の方法。
11.　前記実質的に水不溶性の塩基が、アルカリ土類金属水酸化物、アルカリ土類金属酸
化物、およびアルカリ土類金属炭酸塩からなる群から選択される、請求項１～１０のいず
れか一項に記載の方法。
12.　前記実質的に水不溶性の塩基が、水酸化カルシウム、酸化カルシウム、炭酸カルシ
ウム、水酸化マグネシウム、酸化マグネシウム、炭酸マグネシウム、炭酸バリウム、酸化
バリウムおよび水酸化バリウムからなる群から選択される、請求項１～１０に記載の方法
。
13.　前記不溶性塩基が、水酸化カルシウムを含む、請求項１～１０に記載の方法。
14.　前記濾過助剤が、珪藻岩、真珠岩およびセルロースからなる群から選択される、請
求項１～１３のいずれか一項に記載の方法。
15.　前記濾過助剤が、珪藻岩を含む、請求項１４に記載の方法。
16.　前記濾過助剤が、約０．０４０～約０．１４０ダーシーの透過性を有する、請求項
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１～１５のいずれか一項に記載の方法。
17.　工程（ｃ）の前記接触および工程（ｄ）の前記分離が、濾過助剤でコーティングさ
れた濾紙を通して、前記中和された反応混合物を濾過することを含む、請求項１～１６の
いずれか一項に記載の方法。
18.　工程（ｃ）の前記接触が、前記中和された反応混合物に、濾過助剤を添加すること
を含む、請求項１～１６に記載の方法。
19.　前記分離工程（ｄ）が濾過を含む、請求項１８に記載の方法。
20.　前記分離工程（ｄ）が遠心分離を含む、請求項１８に記載の方法。
21.　前記ポリトリメチレンエーテルグリコールが、前記触媒から誘導された末端基約０
～約１０ミリ当量／ｋｇを含有する、請求項１～２０のいずれか一項に記載の方法。
22.　前記ポリトリメチレンエーテルグリコールが、硫黄約０～約１０ｐｐｍを含有する
、請求項１～２１のいずれか一項に記載の方法。
23.　請求項１～２２のいずれか一項に記載の方法によって製造される、数平均分子量約
２００～約１，０００を有するポリトリメチレンエーテルグリコール。
24.　数平均分子量約２００～約１，０００を有し、かつ非ヒドロキシルまたは非オレフ
ィン末端基約０～約１０ミリ当量／ｋｇを含有する、ポリトリメチレンエーテルグリコー
ル。
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